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表紙*電子提供措置、アクセス通知用*

第13回
定時株主総会
招 集 ご 通 知

　

開催日時
2024年11月27日（水曜日）
午前11時　受付開始 午前10時30分

開催場所
東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号
渋谷ソラスタ４階
渋谷ソラスタコンファレンス

議　　案
第１号議案　取締役（監査等委員である取締
　　　　　　役を除く。）３名選任の件
第２号議案　監査等委員である取締役３名選

任の件
第３号議案　取締役（監査等委員である取締

役を除く。）の報酬額決定の件
第４号議案　資本準備金の額の減少及び剰余

金の処分の件
株式会社ココナラ
証券コード：4176
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招集ご通知

証券コード　4176
（発送日）2024年11月8日

（電子提供措置開始日）2024年11月5日
株　主　各　位

東 京 都 渋 谷 区 桜 丘 町 2 0 番 １ 号
渋 谷 イ ン フ ォ ス タ ワ ー 6 F
株 式 会 社 コ コ ナ ラ
代 表 取 締 役 鈴 木 　 歩

【当社ウェブサイト】
　https://coconala.co.jp/ir/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　https://d.sokai.jp/4176/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第13回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第13回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「株式についてもっと見る」「株主総会」を
順に選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ココナラ」又は「コー
ド」に当社証券コード「4176」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択し
て、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。

　なお、当日のご出席に代えて、書面又はインターネット等によって議決権を行使することができま
すので、株主総会参考書類をご検討の上、2024年11月26日（火曜日）午後７時までに議決権を行
使してくださいますようお願い申しあげます。

－ 1 －
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招集ご通知

[インターネットによる議決権行使の場合]
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアクセスしていた
だき、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及
び「パスワード」をご利用の上、画面の案内に従って、議案に対する賛否を上記の行使期限までに
ご入力ください。
　インターネットによる議決権の行使に際しましては、後記の「インターネット等による議決権行
使のご案内」をご確認ください。

[郵送による議決権行使の場合]
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、上記の行使期限までに到着するようご返送
ください。

敬　具
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記
１．日 時　　　2024年11月27日（水曜日）午前11時（午前10時30分開場予定）
２．場 所　　　東京都渋谷区道玄坂一丁目21番1号　渋谷ソラスタ　４階
　　　　　　　　　渋谷ソラスタコンファレンス

３．目的事項
　　報告事項　　　1．第13期（2023年９月１日から2024年８月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
　　　　　　　　　2．第13期（2023年９月１日から2024年８月31日まで）計算書類報告の件
　　決議事項
　　　第１号議案　　取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
　　　第２号議案　　監査等委員である取締役３名選任の件
　　　第３号議案　　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額決定の件
　　　第４号議案　　資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
（１）書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表

示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
（２）インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効

なものとしてお取り扱いいたします。
（３）インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わ

ず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

5．その他本招集ご通知に関する事項
　◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い

申しあげます。
　◎電子提供措置事項に修正が生じた場合、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その

旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
　◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいた

しますが、当該書面は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いており
ます。

　　①事業報告の「新株予約権等の状況」「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状
況」「会社の支配に関する基本方針」「剰余金の配当等の決定に関する方針」

　　②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
　　③計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
　従いまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計
監査報告を、監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

以　上

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権
を行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案の賛否をご
表示の上、ご返送ください。

日　時 行使期限 行使期限

2024年11月27日（水曜日）
午前11時（受付開始:午前10時30分）

2024年11月26日（火曜日）
午後7時　入力完了分まで

2024年11月26日（火曜日）
午後7時　到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１、２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第３、４号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印※議決権行使書用紙はイメージです。

・インターネット等及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとし
てお取り扱いいたします。

－ 4 －
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　年末年始を除く9:00～21:00）
機関投資家の皆さまは、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

－ 5 －
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当事業年度の事業の状況

(2023年９月 1 日から
2024年８月31日まで)
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
（１） 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当社におきましては、「一人ひとりが『自分のストーリー』を生きていく世の中をつくる」
をビジョンに掲げ、EC型のサービスマーケットプレイスである「ココナラスキルマーケット」
等のサービスを展開しております。当社はオフラインで日常的に行われているあらゆる取引を
オンラインでより便利に置き換えていくことで、唯一無二のサービスECプラットフォームとな
ることを目指しております。
　当社がターゲットとする個人・企業間サービスにおいては、潜在市場規模は約37兆円と非常
に大きい一方（日本総合研究所による推定値）、オンラインで取引される比率は米国と比較し
て非常に小さいとされています。オンラインでのサービス取引は、人生100年時代の到来や働
き方改革でライフスタイルが従来とは大きく変化する中、社会的にも重要性の高い市場と考え
ております。
　当連結会計年度は、プロダクト機能開発に注力する一方、「ココナラプロ」、「ココナラコ
ンサル」、「ココナラアシスト」といった新規事業の立ち上げを行い、ココナラ経済圏の拡大
を進めた他、2024年１月に株式会社みずほ銀行との合弁会社である株式会社みずほココナラ
を設立し、４月にサービスを開始しました。また、2024年６月にはエンジニアを中心とした 
IT フリーランスと企業の業務委託案件をつなぐ「ココナラテック」事業拡大及び当社の企業価
値の最大化に資すると判断し、アン・コンサルティング株式会社（現・株式会社ココナラテッ
ク）の株式を取得し、完全子会社化しております。
　この結果、当連結会計年度の流通高は15,841,294千円（前期比8.0％増）、売上高は
6,588,712千円（前期比40.8％増）、営業利益は304,776千円（前期は営業損失126,388千
円）、経常利益は225,671千円（前期は経常損失168,277千円）、親会社株主に帰属する当期
純利益は243,716千円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失75,899千円）となりまし
た。

－ 6 －
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当事業年度の事業の状況

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。なお、当連結会計年度より、従来
「スキルマーケット」としていた報告セグメントの名称を「マーケットプレイス」に、「法律
相談」としていた報告セグメントの名称を「メディア」に、「テックエージェント」としてい
た報告セグメントの名称を「エージェント」にそれぞれ変更しております。当該変更は名称変
更のみであり、セグメント情報に与える影響はありません。

１．マーケットプレイス
　「マーケットプレイス」においては、「ココナラ募集」について、2024年２月より応募・
募集フォーム等の大幅アップデートを行った他、４月には時間単価や月額単価で継続的な仕事
を依頼できる機能をリリースしました。また、「みずほココナラスキルマーケット」のサービ
ス提供を2024年４月より開始しました。
　この結果、売上高は4,403,867千円（前期比10.1％増）、セグメント利益は432,649千円
（前期は66,086千円のセグメント損失）となりました。
２．メディア
　「メディア」においては、ユーザーと弁護士のマッチング精度・量ともに順調であることか
ら有料登録弁護士数が拡大しており、これを背景として弁護士からの広告収入である固定の利
用料も成長しております。
　この結果、売上高は649,852千円（前期比21.9％増）、セグメント利益は158,820千円
（前期比127.2％増）となりました。
３．エージェント
　「エージェント」においては、「ココナラプロ」、「ココナラコンサル」、「ココナラアシ
スト」といった新規事業の立ち上げを行い、ココナラ経済圏の拡大を進めました。また、
2024年６月にはエンジニアを中心とした IT フリーランスと企業の業務委託案件をつなぐココ
ナラテックの事業拡大を早期に実現すべく、アン・コンサルティング株式会社（現・株式会社
ココナラテック）の株式を取得し、子会社化しております。
　この結果、売上高は1,534,993千円（前期比961.1％増）、セグメント損失は241,482千円
（前期は97,962千円のセグメント損失）となりました。

② 設備投資の状況
　該当事項はありません。

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として、金融機関より長期借入金として
1,260,000千円の調達を行いました。

－ 7 －
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当事業年度の事業の状況

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当社は、2024年６月３日付で、アン・コンサルティング株式会社の発行済株式を取得し、
同社を当社の完全子会社といたしました。

－ 8 －
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第 11 期
(2022年８月期)

第 12 期
(2023年８月期)

第 13 期
(当連結会計年度)
(2024年８月期)

売 上 高(千円) 3,837,213 4,679,023 6,588,712
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )(千円) △511,269 △168,277 225,671
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 又 は
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 ( △ )

(千円) △494,355 △75,899 243,716

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△) (円) △21.28 △3.20 10.21

総 資 産(千円) 4,327,398 5,232,914 8,254,770

純 資 産(千円) 2,437,666 3,125,963 3,786,085

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 84.40 81.65 92.20

区 分 第 10 期
(2021年８月期)

第 11 期
(2022年８月期)

第 12 期
(2023年８月期)

第 13 期
(当事業年度)

(2024年８月期)

売 上 高(千円) 2,746,940 3,837,213 4,555,534 5,291,776
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )(千円) 59,959 △496,061 △72,343 469,382
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )(千円) 41,083 △493,851 △73,983 292,790
１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△) (円) 1.93 △21.26 △3.12 12.27

総 資 産(千円) 4,059,327 3,889,477 4,068,475 6,150,738

純 資 産(千円) 2,328,805 1,999,956 2,058,724 2,496,420

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 104.06 84.41 81.72 94.33

（２） 財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

（注）第11期より連結計算書類を作成しておりますので、第10期以前の状況は記載しておりません。

②　当社の財産及び損益の状況

－ 9 －
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重要な親会社及び子会社の状況

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容
株 式 会 社 コ コ ナ ラ
ス キ ル パ ー ト ナ ー ズ 10,000千円 100.0% スタートアップ企業等への

投資

株式会社みずほココナラ 15,000千円 51.0%
法人向けスキル・人材マッ
チングプラットフォームの
運営・開発等

アン・コンサルティング
株 式 会 社 65,675千円 100.0%

フリーランスエンジニアの
マッチングプラットフォー
ムの運営

（３）重要な親会社及び子会社の状況
①親会社の状況
　該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

（注）2024年１月31日にみずほイノベーション・フロンティア株式会社との合弁会社として、株式
会社みずほココナラを設立いたしました。また、2024年６月３日にアン・コンサルティング
株式会社の株式を取得し、同社を連結子会社といたしました。

－ 10 －
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対処すべき課題

（４）対処すべき課題
①　出品サービス数の増加に対する検索及び購入の容易さの継続的向上
　「ココナラスキルマーケット」は多様なニーズに対応する出品を揃えることで、仕事や相談の
窓口となる存在を目指しております。2024年８月末現在、出品サービス数は約90万件と、多様
なニーズに対応するサービス数となっていますが、購入者が欲しいサービスをスムーズに発見で
きるようにし、また、サービスを検索後に購入完了まで容易にたどりつく必要があると認識して
おります。
　かかる課題に対処するため、当社では出品サービスが適切なカテゴリで出品されることを担保
するために、適宜カテゴリを見直し、追加、修正を行っております。この際、ユーザーの利便性
や利用頻度向上などの観点から、特定のカテゴリを異なるサービスとして独立して運営すること
も候補に検討を行っております。また、サービス選択後、購入者が普段から利用する決済手段が
ないことで、購入完了までたどりつけないことがないように、当社では多様な決済手段を導入し
ており、クレジットカード決済、キャリア決済及び銀行振込等が利用可能となっております。

②　新規ユーザー獲得のための認知度の向上
　当社のビジョンである「一人ひとりが『自分のストーリー』を生きていく世の中をつくる」の
実現に向けて、幅広い利用者が利用できる多種多様なサービスを取り扱うマーケットプレイスと
して認知されるためには、購入者、出品者ともに登録数の増加が必要と認識しております。
　これらを促進するためには、安心・安全に利用できる取引環境の提供に加えて、ユーザーニー
ズに応じた出品サービスの獲得に注力すると共に、新規ユーザーの獲得、既存ユーザーのリテン
ション強化のためのマーケティング活動を継続的に推進してまいります。
　創業より数年間は、口コミに代表される有料広告を用いない方法によって利用者登録が増加し
てきましたが、2016年８月期より本格的にオンライン広告を開始し、複数回にわたりTVCMを
放映してまいりました。今後のTVCMについては、費用対効果等を考慮し、慎重に検討した上
で、実施する方針であります。

－ 11 －
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対処すべき課題

③　新規事業の立ち上げ
　ユーザーの幅広いニーズに対応するため、当社はサービスラインナップを広げる方針です。
2023年８月期より開始した「ココナラテック」に加え、2024年８月期からは、「ココナラプ
ロ」、「ココナラコンサル」、「ココナラアシスト」をリリースしました。加えて、2024年６
月には、ココナラテック事業の拡大を目指して、アン・コンサルティング株式会社（現・株式会
社ココナラテック）の株式を取得しました。これらの対応を通じて、ココナラ経済圏を拡大し、
当社サービスの利用を推進していきます。
　「ココナラプロ」は、ココナラが契約主体となり、ハイクラス人材を実名でマッチング、「コ
コナラコンサル」はハイクラスのコンサルタント（経営、事業開発、マーケティング領域等）を
業務委託形式でマッチングするサービスです。また、「ココナラアシスト」は必要な時間帯だけ
時間課金形式でビジネス代行（事務、秘書、経理、人事、カスタマーサポート領域等）してくれ
る人材をマッチングするサービスです。

④　安心・安全なサービス体制の強化
　当社の営む「ココナラスキルマーケット」は、取引が出品者及び購入者であるユーザー間で行
われるため、サービスを提供する出品者の信頼性の確認が容易ではなく、トラブル対応等に不安
があることを理由に、「ココナラスキルマーケット」の利用を控えるといったことが起こりうる
と考えております。
　当社では、「ココナラスキルマーケット」が安心・安全に取引を行える場所であり続けること
を非常に重要な課題として認識しており、カスタマーサクセスのスタッフが中心となり、安心・
安全なサービス購入体験を担保するため、利用規約、ご利用ガイドの見直し、サービスやメッセ
ージの監視や出品者の本人確認などを行っております。また、出品サービスの健全性を保つため
に、専任のスタッフを配置しております。専任スタッフは週次で定例ミーティングを実施し、出
品サービスの理解を深めるとともに、新たな論点などを議論しております。このような取り組み
に関して、2017年11月には一般社団法人シェアリングエコノミー協会が定めるシェアリングエ
コノミー認証制度を取得いたしました。当該認証制度は、シェアリングエコノミーに基づくサー
ビスが、内閣官房ＩＴ総合戦略室がモデルガイドラインとして策定した「遵守すべき事項」に基
づいており、一般社団法人シェアリングエコノミー協会が認定した自主ルールに適合しているこ
とを証明する制度です。今後も利用者が安心・安全に「ココナラスキルマーケット」を利用でき
るように継続的な取り組みを行ってまいります。

－ 12 －
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対処すべき課題

⑤　情報管理体制の強化
　当社が運営するサービスでは、利用者の個人情報を取り扱っており、強固な情報管理体制の確
保が重要であると認識しております。
　情報セキュリティ管理規程及び情報セキュリティ管理マニュアルを制定し、また、情報システ
ムにおける管理体制強化を目的として情報システム開発・運用管理規程及び情報システム開発・
運用管理マニュアルを制定し、運用をしておりますが、今後も情報管理体制を重要な課題として
認識し、情報管理体制を強化するべくサイバーセキュリティに関する各種施策を推進してまいり
ます。

⑥　システムの安定稼動
　当社が運営する「ココナラスキルマーケット」は、インターネットを通じたサービスであり、
システムの安定稼動が不可欠であります。
　かかる課題に対処するために、登録者数の増加によるデータ量の増加に対応するためのシステ
ム投資をはじめ、リアルタイムでの各種ＫＰＩモニタリングと対応ガイドラインによるサイトア
クセスやデータ量増加への初動の強化など運用監視体制の強化を引き続き行ってまいります。

⑦　経営管理、内部管理、及びコンプライアンス体制の強化
　継続的な事業拡大に向けて、経営管理、内部管理体制及びコンプライアンスの強化が不可欠で
あります。経営管理では会議体の運営を通じて、ＫＰＩのモニタリングを適切に実施していきま
す。内部管理及びコンプライアンスでは、社員に対する継続的な研修及び啓蒙活動を行うこと
で、内部管理体制の強化を図り、コンプライアンスの徹底に努めてまいります。

－ 13 －



2024/11/01 17:00:28 / 24118371_株式会社ココナラ_招集通知_電子提供措置用

主要な事業内容、主要な営業所及び工場

事 業 サ ー ビ ス 内 容

マーケットプレイス 個人の知識・スキル・経験に基づくサービスを売買するスキルのマーケットプレイ
ス「ココナラスキルマーケット」及び「ココナラ募集」の運営

メ デ ィ ア 一人ひとりにあった弁護士が見つかる検索メディア「ココナラ法律相談」の運営

エ ー ジ ェ ン ト

ITフリーランスと企業の業務委託案件をつなぐ「ココナラテック」の運営
トップクリエイターと企業のマッチングを創出する「ココナラプロ」の運営
ハイレベル人材を活用して企業の経営課題を解決する「ココナラコンサル」の運営
優秀なアシスタントがビジネスをサポートする月額制サービス「ココナラアシス
ト」の運営

（５）主要な事業内容（2024年８月31日現在）

名称 所在地

本 社 東京都渋谷区桜丘町20番１号

名称 所在地

株式会社ココナラスキルパートナーズ 東京都渋谷区桜丘町20番１号

株 式 会 社 み ず ほ コ コ ナ ラ 東京都渋谷区桜丘町20番１号

アン・コンサルティング株式会社 東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号

（６） 主要な事業所（2024年８月31日現在）
①当社

②子会社

－ 14 －
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項

セグメント 従業員数

マーケットプレイス 173名

メディア 16名

エージェント 76名

合計 265名

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

206名 0名 34.2歳 2.6年

（７）従業員の状況（2024年８月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（パートタイマーを含み、派遣社員は除く）は含んでおりませ
ん。また、使用人数が前連結会計年度末と比べて59名増加しましたのは、2024年６月３日付でアン・コン
サルティング株式会社を連結子会社化したためであります。

②　当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（パートタイマーを含み、派遣社員は除く）は含んでおりませ
ん。

借入先 借入額

株式会社三井住友銀行 1,230,000千円

株式会社みずほ銀行 99,134千円

株式会社りそな銀行 30,841千円

(8) 主要な借入先の状況（2024年８月31日現在）

（９）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況

(１) 発行可能株式総数 71,268,000株
(２) 発行済株式の総数 23,921,300株
(３) 株主数 16,048名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

南　章行 2,190,000株 9.17％

新明　智 2,136,100 8.94
BBH（LUX） FOR FIDELITY FUNDS 
PACIFIC FUND － PACIFIC POOL 1,200,300 5.03

野村信託銀行株式会社（投信口） 936,600 3.92

株式会社SBI証券 817,356 3.42

東京短資株式会社 500,000 2.09

日本生命保険相互会社 497,800 2.08

鈴木　歩 399,500 1.67

SON Financial合同会社 324,000 1.36

澤山　明依 244,000 1.02

２. 株式の状況（2024年８月31日現在）

(４) 大株主

（注）持株比率は自己株式（37,200株）を控除して計算しております。
(５) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

当社は、取締役１名に対して、譲渡制限付株式報酬としての普通株式14,600株を交付しまし 
た。なお、監査等委員である取締役及び社外取締役については、該当する事項はありません。
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会社役員の状況

会社におけ
る 地 位 氏 名 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 鈴 木 　 歩

マーケットプレイス事業
本部、ココナラ募集部、
R&Dグループ、経済圏サ
クセス部、デザイン統括
部、マーケテイング部、
エージェント事業本部、
コーポレート本部、CEO
室

CEO
株式会社みずほココナラ 代表取締役社長
アン・コンサルティング株式会社 取締役

取 締 役 南 　 章 行 － 株式会社ココナラスキルパートナーズ 代表
取締役

取 締 役 赤 池 　 敦 史 －

シーヴィーシー（CVC）・アジア・パシフィ
ック・ジャパン株式会社 代表取締役日本共同
代表マネージングパートナー
株式会社ハウテレビジョン 社外取締役
株式会社ファイントゥディ 社外取締役
株式会社ファイントゥデイホールディング
ス） 社外取締役
ELEPHANT DESIGN HOLDINGS株式会社 社
外取締役
株式会社トライグループ 社外取締役
株式会社トライグループホールディングス 取
締役
総合メディカルグループ株式会社 取締役
総合メディカル株式会社 取締役

取 締 役
（監査等委員） 矢 冨 　 健 太 朗 －

株式会社ココナラスキルパートナーズ 監査役
南富士有限責任監査法人 パートナー
株式会社Glocalist 社外取締役（監査等委員）
株式会社Carry On 監査役
株式会社みずほココナラ 監査役
アン・コンサルティング株式会社 社外監査役

3. 会社役員の状況
(１) 取締役の状況（2024年８月31日現在）
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会社役員の状況

会社におけ
る 地 位 氏 名 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役
（監査等委員） 肥 後 　 結 花 －

インクルージョン・ジャパン株式会社
代表取締役
株式会社フライヤー 社外取締役
株式会社ovgo 社外取締役
大阪大学大学院国際公共政策研究科 ESGイン
テグレーション研究教育センター 招聘准教授
日本ベンチャーキャピタル協会 理事

取 締 役
（監査等委員） 佐 藤 　 有 紀 －

株式会社はてな 社外監査役
株式会社ネットプロテクションズホールディ
ングス 社外取締役（監査等委員）
トパーズ・リージョナル・パートナーズ株式
会社 監査役
創・佐藤法律事務所 パートナー弁護士
弁護士法人創・佐藤法律事務所 代表弁護士

（注）１. 取締役赤池敦史氏、取締役（監査等委員）矢冨健太朗氏、取締役（監査等委員）肥後結花氏及び取締
役（監査等委員）佐藤有紀氏は、社外取締役であります。

２. 取締役（監査等委員）矢冨健太朗氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有しております。

３．当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、日常的な情報収集及び重要な社内会議への出席によ
る情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能にするため、矢冨健太朗氏を常
勤の監査等委員として選定しております。

４. 当社は、社外取締役全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出
ております。

５. 取締役赤池敦史氏は、2024年11月27日付にて、任期満了により退任いたします。
６. 監査等委員である取締役佐藤有紀氏は、2024年11月27日付にて、任期満了により退任いたしま

す。

(２) 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠
償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定め
る最低責任限度額としております。

(３) 補償契約の内容の概要等
　該当事項はありません。
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(４) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、取締役及び執行役員を被保険者として、役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を保
険会社との間で締結しております。当該保険契約により、被保険者である役員等がその職務の執
行に関し、責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのあ
る損害が補填されます。ただし、法令違反であることを認識して行った行為に起因して生じた損
害の場合には補填されません。保険料は全額会社が負担しております。

(５) 取締役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2022年８月12日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかか
る決定方針を次のとおり決議しております。また、取締役会は、当該事業年度に係る取締役の
個人別の報酬等について、報酬の内容の決定及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議さ
れた決定方針と整合していることから、当該決定方針に沿うものと判断しております。

１．基本方針
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能
するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を
踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、取締役の報酬は、固定報酬
としての基本報酬及び非金銭報酬等（譲渡制限付株式）とする。

２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又
は条件の決定に関する方針を含む。）
　当社の取締役の基本報酬は、株主総会が決定する報酬総額の範囲内で、月例の固定報酬と
し、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しな
がら、総合的に勘案して決定するものとする。

３．非金銭報酬等の内容及びその額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時
期又は条件の決定に関する方針を含む。）
　非金銭報酬等は、毎事業年度の業績等を踏まえて、2022年11月29日付定時株主総会に基
づき、基本報酬と別枠で、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対
して譲渡制限付株式報酬制度に基づき、普通株式の総数は80千株以内で、年額20,000千円
以内で支給することとし、各事業年度末から定時株主総会の開催後２ヶ月以内を目安とする
時期に開催される取締役会において、その支給を検討・決定する。
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区 分 報酬等の総額
報酬等の種類別の
総 額 対 象 と な る

役 員 の 員 数基 本 報 酬 非金銭報酬等
取 　 締 　 役
（監査等委員である取締役を除く）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

50,840千円
(3,000)

48,048千円
(3,000)

2,792千円
(－)

３名
(1)

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

11,448千円
(11,448)

11,448千円
(11,448)

－
(－)

3名
(3)

合 　 　 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

62,288千円
(14,448)

59,496千円
(14,448)

2,792千円
(－)

6名
(4)

４．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額
に対する割合の決定に関する方針
　金銭報酬の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の支給割合の決定方針につ
いては、取締役の役位や役割などに応じて、企業価値の継続的な向上に寄与するために最も
適切な支給割合となるように決定する。なお、当社は、業績連動報酬等を支給しない。

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬額については、任意の指名報酬委員会において報酬議案の策定又は諮問を行
った後、取締役会決議においてその決定を行う方針とする。
　任意の指名報酬委員会については、その構成員の過半数を独立社外取締役とする。

② 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬総額は、2022年11月29日開催の定時株主
総会において、年額70,000千円以内（社外取締役分は、年額5,000千円以内）と決議しており
ます。当該定時株主総会終結後の対象となる取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数
は、３名（うち、社外取締役は１名）です。

２. 取締役（監査等委員）の報酬総額は、2022年11月29日開催の定時株主総会において、年額
20,000千円以内と決議しております。当該定時株主総会終結後の対象となる取締役（監査等委
員）の員数は、３名（うち社外取締役３名）です。

３. 当該金銭報酬とは別枠で、2022年11月29日開催の定時株主総会において、監査等委員である
取締役以外の取締役（社外取締役を除く。以下、「対象取締役」といいます。）に対して、普通
株式の総数は年間80千株以内とし、報酬総額は年額20,000千円以内とする譲渡制限付株式を報
酬等として支給することについて決議しております。なお、現物出資交付の場合の1株当たりの
払込金額は、発行又は処分にかかる取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所におけ
る当社に普通株式の終値（同日に取引が成立しない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を
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基礎として、対象取締役に特に有利とならない範囲において取締役会にて決定します。当該定時
株主総会終結後の対象となる対象取締役の員数は、２名です。

４. 非金銭報酬は、2022年11月29日開催の取締役会の決議、及び2023年11月29日開催の取締役
会の決議に基づき、取締役１名に付与した譲渡制限付株式の割当てにかかる費用を記載していま
す。なお、非金銭報酬の内容は、譲渡制限付株式報酬であり、取締役に対し、譲渡制限付株式を
割り当てるための報酬として金銭報酬債権を支給し、各取締役は、当該金銭報酬債権の全部を現
物出資の方法で給付することにより、譲渡制限付株式の割当てを受けるものです。
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出席状況及び発言状況並びに社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 赤 池  敦 史

当事業年度に開催された取締役会26回のすべてに出席いた
しました。社外役員としての豊富な経験と幅広い見識に基
づき、経営全般の観点から適宜発言を行うなど、意思決定
の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たして
おります。

取 締 役
（監査等委員） 矢 冨  健 太 朗

当該事業年度に開催された取締役会26回のすべてに、ま
た、監査等委員会13回のすべてに出席いたしました。取締
役会においては、報告事項や決議事項について適宜質問を
するとともに、必要に応じて公認会計士として財務及び会
計の専門家としての見地から意見を述べており、期待され
た役割を果たしております。また、監査等委員会において
は、社外取締役（監査等委員）として行った監査について
適宜質問をするとともに、必要に応じて出席した取締役会
及び監査等委員会において、公認会計士の専門的見地から
適宜意見を述べております。

取 締 役
（監査等委員） 肥 後  結 花

当該事業年度に開催された取締役会26回のすべてに、ま
た、監査等委員会13回のすべてに出席いたしました。取締
役会においては、報告事項や決議事項について適宜質問を
するとともに、必要に応じて会社経営者としての見地から
意見を述べており、期待された役割を果たしております。
また、監査等委員会においては、社外取締役（監査等委
員）として行った監査について適宜質問をするとともに、
必要に応じて出席した取締役会及び監査等委員会におい
て、会社経営者の経験を踏まえ、適宜意見を述べておりま
す。

(6) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・各社外取締役の重要な兼職先と当社との間には、特別の利害関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
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出席状況及び発言状況並びに社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
（監査等委員） 佐 藤  有 紀

当該事業年度に開催された取締役会26回のすべてに出席い
たしました。また、監査等委員会13回のすべてに出席いた
しました。取締役会においては、報告事項や決議事項につ
いて適宜質問をするとともに、必要に応じて法律の専門家
としての見地から意見を述べており、期待された役割を果
たしております。また、監査等委員会においては、社外取
締役（監査等委員）として行った監査について適宜質問を
するとともに、必要に応じて社外役員としての豊富な経験
と幅広い見識、弁護士としての専門的見地から適宜意見を
述べております。

－ 23 －



2024/11/01 17:00:28 / 24118371_株式会社ココナラ_招集通知_電子提供措置用

会計監査人の状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 43,400千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 43,400千円

4. 会計監査人の状況
(１) 名称　有限責任監査法人トーマツ

(２) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同
意の判断をいたしました。

(３) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(４) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ
る場合、又は、会計監査人の適格性及び独立性を害する事由の発生により適正な監査の遂行が困
難であると認められる場合には、会計監査人の解任又は再任しないことを内容とする議案を決定
します。

(５) 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

(６) 補償契約の内容の概要等
　該当事項はありません。
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 科　目 金　額 科　目 金　額
（資産の部） （負債の部）

流動資産 5,240,113 流動負債 3,105,130

　現金及び預金 3,905,323 　買掛金 375,514

　売掛金 930,733 　未払金 451,070

　前払費用 114,664 　未払費用 99,604

　未収還付法人税等 1,014 　未払法人税等 95,948

　その他 288,377 　前受金 638,561

固定資産 3,008,603 　預り金 1,061,346

　有形固定資産 232,826 　1年内返済予定の長期借入金 215,786

　　建物 266,483 　1年内償還予定の社債 20,000

　　工具、器具及び備品 102,423 　ポイント引当金 1,918

　　減価償却累計額 △136,080 　クーポン引当金 5,988

　無形固定資産 1,403,780 　その他 139,390

　　ソフトウェア 17,799 固定負債 1,363,554

　　のれん 1,007,674 　繰延税金負債 102,456

　　顧客関連資産 378,307 　社債 80,000

　投資その他の資産 1,371,997 　資産除去債務 36,908

　　投資有価証券 1,063,721 　長期借入金 1,144,189

　　関係会社株式 6,551 負債合計 4,468,684

　　長期前払費用 3,266 （ 純 資 産 の 部 ）
　　差入保証金 268,603 株主資本 2,202,100

　　繰延税金資産 15,424 　資本金 1,244,957

　　その他 14,429 　資本剰余金 2,390,553

繰延資産 6,053 　利益剰余金 △1,433,410

　株式交付費 4,109 その他の包括利益累計額 107

　社債発行費 1,943 　その他有価証券評価差額金 107

新株予約権 243,423

非支配株主持分 1,340,454

純 資 産 合 計 3,786,085

資 産 合 計 8,254,770 負 債 純 資 産 合 計 8,254,770

連 結 貸 借 対 照 表
（2024年８月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(2023年９月 1 日から
2024年８月31日まで)

科　目 金　額
売 上 高 6,588,712
売 上 原 価 1,494,509
売 上 総 利 益 5,094,203
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,789,426
営 業 利 益 304,776
営 業 外 収 益

受 取 利 息 399
受 取 還 付 金 10,832
有 価 証 券 売 却 益 4,500
経 営 指 導 料 6,014
受 取 家 賃 1,656
そ の 他 2,452 25,855

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3,960
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 208
投 資 有 価 証 券 評 価 損 90,000
株 式 報 酬 費 用 消 滅 損 9,556
そ の 他 1,235 104,960

経 常 利 益 225,671
特 別 損 失

解 約 違 約 金 55,345 55,345
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 170,325

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 86,518
法 人 税 等 調 整 額 △22,126 64,391

当 期 純 利 益 105,933
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 137,782
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 243,716

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

 科　目 金　額 科　目 金　額
（資産の部） （負債の部）

流動資産 4,235,174 流動負債 2,604,317
　現金及び預金 3,349,448 　買掛金 51,232
　売掛金 501,151 　１年以内返済予定の長期借入金 180,000
　前払費用 102,249 　未払金 412,001
　その他 282,325 　未払費用 67,900
固定資産 1,915,564 　未払法人税等 95,948
　有形固定資産 157,584 　前受金 638,071
　　建物 171,161 　預り金 1,054,630
　　工具、器具及び備品 77,281 　ポイント引当金 1,918
　　減価償却累計額 △90,858 　クーポン引当金 5,988
　無形固定資産 184,720 　その他 96,626
　　ソフトウェア 9,657 固定負債 1,050,000
　　のれん 131,362 　長期借入金 1,050,000
　　顧客関連資産 43,700 負 債 合 計 3,654,317
　投資その他の資産 1,573,259 （純資産の部）
　　関係会社株式 1,303,037 株主資本 2,252,997
　　長期前払費用 2,936 　資本金 1,244,957
　　差入保証金 263,292 　資本剰余金 2,389,868
　　その他 3,993 　　資本準備金 2,054,957

　　その他資本剰余金 334,910
　利益剰余金 △1,381,828
　　その他利益剰余金 △1,381,828
　　　繰越利益剰余金 △1,381,828
新株予約権 243,423
純 資 産 合 計 2,496,420

資 産 合 計 6,150,738 負 債 純 資 産 合 計 6,150,738

貸　借　対　照　表
（2024年８月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(2023年９月 1 日から
2024年８月31日まで)

科　目 金　額

売 上 高 5,291,776

売 上 原 価 543,385

売 上 総 利 益 4,748,391

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,284,379

営 業 利 益 464,011

営 業 外 収 益

受 取 利 息 310

経 営 指 導 料 9,409

受 取 還 付 金 8,093

そ の 他 996 18,809

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,702

為 替 差 損 179

そ の 他 9,556 13,438

経 常 利 益 469,382

特 別 利 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 17,474 17,474

特 別 損 失

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 損 74,952

解 約 違 約 金 55,345 130,298

税 引 前 当 期 純 利 益 356,558

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 79,185

法 人 税 等 調 整 額 △15,417 63,768

当 期 純 利 益 292,790

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 枝 和 之
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 森 竹 美 江

2024年10月28日
株式会社ココナラ
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社ココナラの2023年9月1日から2024年8
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社ココナラ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業
に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場
合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、
並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任
がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
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連結会計監査報告

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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個別会計監査報告

独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 枝 和 之
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 森 竹 美 江

2024年10月28日
株式会社ココナラ
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ココナラの2023年9月1日から
2024年8月31日までの第13期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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個別会計監査報告

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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個別会計監査報告

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2023年９月１日から2024年８月31日までの第13期事業年度における取
締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたしま
す。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決
議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明するとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

　①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

　②　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及び同号ロの各取
組み並びに会社法施行規則第118条第5号イの留意した事項及び同号ロの判断及びその理
由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を
加えました。

　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果
　(1)　事業報告等の監査結果
　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。
　　②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。
　　③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

　　④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関す
る基本方針は相当であると認めます。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条
第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損な
うものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めま
す。

　　⑤事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利
益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについて
の取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

　(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3)連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年10月29日
株式会社ココナラ　監査等委員会

監査等委員 矢 冨 健 太 朗 ㊞
監査等委員 肥 後 結 花 ㊞
監査等委員 佐 藤 有 紀 ㊞

　
（注）監査等委員矢冨健太朗、肥後結花、佐藤有紀は会社法第２条第15号及び第331条第

6項に定める社外取締役であります。

以　上
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取締役（監査等委員である取締役を除く）選任議案

第1号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

候補者番号 氏　名 地位 担　当

1 すず

鈴
き

木
 

　
 

　
あゆむ

歩 代表取締役社長

マーケットプレイス事業本部、ココナ
ラ募集部、事業開発プロジェクトグル
ープ、経済圏共通基盤部、経済圏サク
セス部、デザイン統括部、マーケティ
ング部、事業開発室、データテクノロ
ジー室、エージェント事業本部、コー
ポレート本部、CEO室

再 任
　

2 みなみ

南
 

　
 

　
あき

章
ゆき

行 取 締 役 － 再 任
　

3 こ

小
い け

池
 

　
ま さ

政
ひ で

秀 － － 新 任 社 外 独 立
　

株主総会参考資料

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（３名）は、本定時
株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役３名の選任をお願いするものでありま
す。
　なお、本議案に関しまして、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であると判
断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）上記取締役候補者の当社における現在の地位及び担当は、本招集ご通知提供時点のものであります。
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候補者番号

1 すず

鈴
 

 
き

木
 

　
 

　
 

 
あゆむ

歩（1982年９月３日生）

所有する当社の株式数 …………………399,500株
在任年数……………………………………7年7カ月
取締役会出席状況 ………………………26/26回　

再 任
　

［略歴、当社における地位］
    2006年    4 月 株式会社リクルート（現　株式会

社リクルートホールディングス）
入社

    2012年    10月 株式会社リクルートマーケティン
グパートナーズ転籍

    2015年    4 月 株式会社リクルートホールディン
グス出向

    2016年    5 月 当社入社
    2016年    9 月 当社執行役員就任
    2017年    3 月 当社取締役就任

    2020年    9 月 当社代表取締役社長就任（現任）
2024年 1 月 株式会社みずほココナラ 代表取締

役就任（現任）
2024年 6 月 アン・コンサルティング株式会社

（現 株式会社ココナラテック） 
取締役就任

2024年 ９ 月 株式会社ココナラテック 代表取締
役就任（現任）

［重要な兼職の状況］
株式会社みずほココナラ　代表取締役社長
株式会社ココナラテック　代表取締役

取締役候補者とした理由
　鈴木歩氏は、代表取締役社長として、経営の指揮を執り企業価値の向上に貢献してきたことから、
今後も引き続き、強力なリーダーシップにより当社の経営を行うにふさわしいと判断して取締役とし
ての選任をお願いするものであります。
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候補者番号

2 みなみ

南
 

 
 

　
 

　
あき

章
 

 
ゆき

行（1975年６月６日生）

所有する当社の株式数 ………………2,190,000株
在任年数 ………………………………12年10カ月
取締役会出席状況 ………………………26/26回　

再 任
　

［略歴、当社における地位］
    1999年    4 月 株式会社住友銀行（現　株式会社

三井住友銀行）入行
    2004年    1 月 株式会社アドバンテッジパートナ

ーズ入社
    2012年    1 月 株式会社ウェルセルフ（現　当

社）設立　代表取締役就任

    2020年    9 月 当社代表取締役会長就任
    2022年    1 月 株式会社ココナラスキルパートナーズ

設立　代表取締役就任（現任）
2022年11月 当社取締役会長就任
2023年11月 当社取締役就任（現任）

［重要な兼職の状況］
株式会社ココナラスキルパートナーズ　代表取締役

取締役候補者とした理由
　南章行氏は、当社の創業者として当社の経営を指揮し、サービスのEC業界を主導してきたことか
ら、今後も経営の重要事項の決定を行うにふさわしいと判断して取締役として選任をお願いするもの
であります。
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候補者番号

3 ※
こ

小 
い け

池　
ま さ

政 
ひ で

秀（1975年7月6日生）
所有する当社の株式数 …………………………0株

　
新 任

社 外

独 立
　

［略歴、当社における地位］
1998年４月 萩島商事株式会社(現AiiA株式会

社) 入社
2000年    4 月 リンクメディア株式会社 入社
2000年10月 platform4e.com株式会社 入社
2001年10月 株式会社サイブロ 入社
2002年４月 株式会社サイバーエージェント 入

社
2011年４月 株式会社AMoAd 代表取締役就任
2012年10月 株式会社サイバーエージェント 取

締役就任
2013年10月 株式会社サイバーエージェント 常

務取締役就任
2016年４月 株式会社AbemaTV 取締役就任
2020年10月 株式会社サイバーエージェント 専

務執行役員就任

2021年12月 gratch scaling株式会社 代表取締
役就任（現任）

2022年１月 BusenaProduct株式会社 代表取
締役就任（現任）

2022年４月 株式会社サイバーエージェント 専
務執行役員CSO就任

2023年1月 ヘルスケアマーケティング＆テク
ノロジー株式会社創業 代表取締役
就任（現任）

［重要な兼職の状況］
gratch scaling株式会社　代表取締役
BusenaProduct株式会社　代表取締役
ヘルスケアマーケティング＆テクノロジー株式会社　代表取締役

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　小池政秀氏は、サイバーエージェント専務執行役員／AbemaTV 取締役として、AmebaやABEMA
含むメディアPFモデルや、ゲーム、公営競技などのスケールを担当。新規事業立ち上げや経営の観点
から、当社の経営に対して実効性が高い監督等に十分な役割を果たすことが期待できると判断し、取
締役としての選任をお願いするものであります。

　

（注）１. ※印は、新任の取締役候補者であります。
         ２. 各候補者と当社との間には、特別利害関係はありません。
         ３. 小池政秀氏は、社外取締役候補者であります。
         ４. 当社は、小池政秀氏との間で会社法第427条第1項に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を

限定する契約を締結する予定になります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425
条第1項に定める最低責任限度額としており、同氏が選任された場合は、同氏との当該契約を締結す
る予定であります。

         ５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、当社取締役を含む被保険者がその職務の執行に関し、責任を負うこと又は当該責任の追及に係

－ 40 －



2024/11/01 17:00:28 / 24118371_株式会社ココナラ_招集通知_電子提供措置用

取締役（監査等委員である取締役を除く）選任議案

る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約によって補填することとしており
ます（ただし、法令違反であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には補填され
ません。）。各候補者が取締役として選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となりま
す。また、当該保険契約は次回更新時においても、同内容での更新を予定しております。

         ６. 当社は、小池政秀氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定でおります。
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第２号議案 監査等委員である取締役 ３名選任の件

候補者番号 氏　名 地位 担　当

1 や

矢
ど み

冨　
け ん

健
た

太
ろ う

朗 取締役（監査等委員） － 再 任 社 外 独 立
　

2 ひ

肥 
ご

後　
ゆ

結
か

花 取締役（監査等委員） － 再 任 社 外 独 立
　

3 い ま

今
む ら

村　
け ん

健
い ち

一 － － 新 任 社 外 独 立
　

　監査等委員である取締役全員（３名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますの
で、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しまして、当社の監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）上記監査等委員である取締役候補者の当社における現在の地位及び担当は、本招集ご通知提供時点のもの
であります。
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候補者番号

1 や

矢
ど み

冨　
け ん

健
た

太
ろ う

朗 （1977年4月13日生）

所有する当社の株式数 ……………………6,000株
在任年数……………………………………7年7カ月
取締役会出席状況 ………………………26/26回　

再 任

社 外

独 立
　

［略歴、当社における地位］
2004年12月 あずさ監査法人（現　有限責任あ

ずさ監査法人）入所
2017年３月 当社 常勤社外監査役就任
2022年１月 株式会社ココナラスキルパートナ

ーズ 監査役就任（現任）
2022年11月 当社 社外取締役（監査等委員）就

任（現任）
2023年２月 南富士有限責任監査法人 パートナ

ー就任（現任）
2023年３月 株 式 会 社Glocalist 社 外 取 締 役

（監査等委員）就任（現任）
2023年７月 株式会社Carry On 監査役就任

（現任）

2023年９月 株式会社ココナラエージェント 監
査役就任

2023年９月 株式会社リーガルコネクト 監査役
就任

2024年１月 株式会社みずほココナラ 監査役就
任（現任）

2024年６月 アン・コンサルティング株式会社
（現 株式会社ココナラテック） 
監査役就任（現任）

［重要な兼職の状況］
株式会社ココナラスキルパートナーズ　監査役
株式会社みずほココナラ　監査役
株式会社ココナラテック　監査役
南富士有限責任監査法人　パートナー
株式会社Glocalist　社外取締役（監査等委員）
株式会社Carry On　監査役

監査等委員である取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　矢冨健太朗氏は、公認会計士として、財務及び会計に関する豊富な経験と幅広い知識を有してお
り、独立した客観的な立場から、当社の経営に対して実効性が高い監督等に十分な役割を果たすこと
が期待できると判断し、監査等委員である社外取締役候補者としております。
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候補者番号

2 ひ

肥
ご

後　
ゆ

結
か

花 （1979年8月21日生）

所有する当社の株式数 …………………………0株
在任年数……………………………………9年2カ月
取締役会出席状況 ………………………26/26回　

再 任

社 外

独 立
　

［略歴、当社における地位］
2004年３月 株式会社リクルート入社
2011年11月 インクルージョン・ジャパン株式

会社設立 代表取締役就任（現任）
2013年６月 株式会社リクルートマーケティン

グパートナーズ（株式会社リクル
ートより分社化）退社

2015年８月 株式会社ココナラ 社外監査役　就
任

2018年４月 経済産業省 J-Startup 推薦委員　
就任（現任）

2021年８月 大阪大学大学院国際公共政策研究
科　ESGインテグレーション研究
教育センター 招聘准教授（非常
勤）就任（現任）

2022年６月 株式会社フライヤー 社外取締役就
任（現任）

2022年11月 株式会社ココナラ 社外取締役（監
査等委員）就任（現任）

2023年８月 株式会社ovgo 社外取締役就任
2024年１月 日本ベンチャーキャピタル協会　 

理事就任（現任）

［重要な兼職の状況］
インクルージョン・ジャパン株式会社　代表取締役
株式会社フライヤー　社外取締役
大阪大学大学院国際公共政策研究科　ESGインテグレーション研究教育センター　招聘准教授
日本ベンチャーキャピタル協会　理事

監査等委員である取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　肥後結花氏は、インキュベーション事業を事業内容とする会社の経営者であり、経営における豊富
な経験を有しており、独立した客観的な立場より、当社の経営に対して実効性が高い監督等に十分な
役割を果たすことが期待できると判断し、監査等委員である社外取締役候補者としております。
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監査等委員である取締役選任議案

候補者番号

3 ※
い ま

今
 

 
む ら

村　
け ん

健
 

 
い ち

一（1976年2月1日生）
所有する当社の株式数 …………………………0株

　
新 任

社 外

独 立
　

［略歴、当社における地位］
1999年４月 株式会社リクルート（現株式会社

リクルートホールディングス）入
社

2012年４月 株式会社リクルート（現株式会社
リクルートホールディングス）　
経営企画室長・人事統括室長就任

2021年４月 Zホールディングス株式会社（現
LINEヤフー株式会社）入社、執行
役員人事統括部長就任

2023年10月 株 式 会 社ispace 入 社 、Chief 
People Officer就任（現任）

［重要な兼職の状況］
株式会社ispace　Chief People Officer

監査等委員である取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　今村健一氏は、リクルートにおいて、制度設計を中心とした人事全般業務、ならびにホールディン
グス経営や海外事業の推進に携わった後、Zホールディングスの人事担当執行役員、iSpaceのCPOを
歴任しており、人事・経営企画分野における専門性を活かして、当社の経営に対して実効性が高い監
督等に十分な役割を果たすことが期待できると判断し、監査等委員である社外取締役候補者としてお
ります。

　

（注）１. ※印は、新任の監査等委員である取締役候補者であります。
２. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３. 矢冨健太朗氏、肥後結花氏及び今村健一氏は、社外取締役候補者であります。
４. 当社は、矢冨健太朗氏及び肥後結花氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、各氏が選任された場合は、矢冨健太
朗氏及び肥後結花氏との当該契約は継続、今村健一氏とは当該契約を締結する予定であります。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、当社取締役を含む被保険者がその職務の執行に関し、責任を負うこと又は当該責任の追及に係
る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約によって填補することとしており
ます（ただし、法令違反であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には補填され
ません。）。各候補者が監査等委員である取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険
者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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監査等委員である取締役選任議案

６. 当社は、今村健一氏が選任された場合は、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て届け出る予定であります。また、矢冨健太朗氏、肥後結花氏は、東京証券取引所の定めに基づく独
立役員の要件を満たしており、各氏が選任された場合には、独立役員として届け出る予定でありま
す。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬議案

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額決定の件

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額の合計金額の上限は、2022年11
月29日開催の定時株主総会において、金銭報酬として年額70,000千円以内（社外取締役分は、年額
5,000千円以内）とご承認いただいております。
　今回、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額の合計金額の上限を、金銭報酬
として年額80,000千円以内（社外取締役分は、年額5,000千円以内）とさせていただきたいと存じ
ます。
　なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給
与は含まれないものとします。また、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）の 
報酬等は、本議案に基づく定額での基本報酬、2022年11月29日開催の定時株主総会においてご承
認いただいた譲渡制限付株式報酬で構成します。なお、本議案に基づく取締役（監査等委員である取
締役を除く。）の報酬額は、取締役会で決議いたしました「役員報酬等の内容の決定に関する方針
等」（次頁を参照）に沿うものであり、当社の事業規模、役員報酬の支給水準及び取締役（監査等委
員である取締役を除く。）の職務に照らし、相当であると取締役会は判断しております。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬議案

（ご参考）役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2022年８月12日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にか
かる決定方針を次のとおり決議しております。
１．基本方針
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機
能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職
責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、取締役の報酬は、固
定報酬としての基本報酬及び非金銭報酬等（譲渡制限付株式）とする。

２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期
又は条件の決定に関する方針を含む。）
　当社の取締役の基本報酬は、株主総会が決定する報酬総額の範囲内で、月例の固定報酬
とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮
しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

３．非金銭報酬等の内容及びその額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える
時期又は条件の決定に関する方針を含む。）
　非金銭報酬等は、毎事業年度の業績等を踏まえて、2022年11月29日付定時株主総会に
基づき、基本報酬と別枠で、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）
に対して譲渡制限付株式報酬制度に基づき、普通株式の総数は80千株以内で、年額20,000
千円以内で支給することとし、各事業年度末から定時株主総会の開催後２ヶ月以内を目安
とする時期に開催される取締役会において、その支給を検討・決定する。

４．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の
額に対する割合の決定に関する方針
　金銭報酬の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の支給割合の決定方針に
ついては、取締役の役位や役割などに応じて、企業価値の継続的な向上に寄与するために
最も適切な支給割合となるように決定する。なお、当社は、業績連動報酬等を支給しな
い。

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬額については、任意の指名報酬委員会において報酬議案の策定又は諮問を
行った後、取締役会決議においてその決定を行う方針とする。
　任意の指名報酬委員会については、その構成員の過半数を独立社外取締役とする。
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資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の件

第４号議案 資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の件
１．提案の理由

　当社は、2024年８月期において1,381,828,720円の繰越利益剰余金の欠損を計上しておりま
す。この欠損を補填し、財務体質の健全化を図ることを目的として、資本準備金の額の減少を行う
ものであります。
　具体的には、会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の額を減少し、これをその他資
本剰余金に振り替えるとともに、会社法第452条の規定に基づき、増加後のその他資本剰余金の一
部を繰越利益剰余金に振り替えるものであります。
　なお、本議案は、発行済株式総数を変更することなく、資本準備金の額のみを減少いたしますの
で、株主の皆様のご所有株式数に影響を与えるものではございません。また、資本準備金の額の減
少は、貸借対照表上の純資産の部における勘定科目の振替処理であり、当社の純資産額に変更はご
ざいませんので、１株あたりの純資産額に変更を生じるものではございません。

２．資本準備金の額の減少に関する事項
（１）2024年８月31日現在の資本準備金の額　　2,054,957,450円
（２）減少する資本準備金の額　　　　　　　　　2,054,957,450円
（３）増加する剰余金の項目及びその額

　その他資本剰余金　　　　　　　　　　　　2,054,957,450円
（４）減少後の資本準備金の額　　　　　　　　　　　　　　　　0円

３．剰余金の処分に関する事項
　会社法第452条の規定に基づき、上記２の資本準備金の額の減少の効力発生日を条件として、資
本準備金の額の減少により生じるその他資本剰余金のうち1,381,828,720円を繰越利益剰余金に
振り替え、欠損補填に充当するものであります。

（１）減少する資本剰余金の額　　　　　　　　　1,381,828,720円
（２）増加する剰余金の項目及びその額

　繰越利益剰余金　　　　　　　　　　　　　1,381,828,720円
（３）処分後の剰余金の額

　その他資本剰余金　　　　　　　　　　　　1,008,039,602円
　繰越利益剰余金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0円

３．資本準備金の額の減少の効力発生日
　2025年1月10日（予定）

以上
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地図

会場：東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号　渋谷ソラスタ　４階
渋谷ソラスタコンファレンス
TEL 03－5784－2604

交通 渋谷駅西口から 徒歩６分
渋谷マークシティ４Ｆ「道玄坂上方面出口」から 徒歩２分
渋谷駅ハチ公口から道玄坂経由 徒歩７分

定時株主総会 会場のご案内
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109

モスバーガー

渋谷マークシティ４F
「道玄坂上方面出口」から
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